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第14回「メディアに関する全国世論調査」（2021年）
結果の概要

公益財団法人新聞通信調査会（理事長 西沢豊）は、2021年8月27日から9月14日に「第14回メディ
アに関する全国世論調査（2021年）」を実施しました。調査方法は、住民基本台帳から無作為に選
んだ全国の18歳以上の5,000人を対象とした訪問留置法で、3,047人から回答を得ました。この
調査は客観的で信頼性の高い統計手法を用いて調査し、クロス・メディア時代における新聞の在
り方を考えるデータを提供することを目的としたものです。2008年12月に着手して以降毎年実施
し、今回で第14回目を迎えました。今回も前回に続きコロナ禍のもとでの調査でしたが、例年並
みの回収率を得られました。今年度のトピックは、コロナ報道に関するメディアとの接触状況や評
価、東京五輪・パラリンピックの開催や五輪とメディアの関わりについて質問しました。調査結果
の概要は以下の通りです。

1.メディアの信頼度と印象
―新聞の信頼度得点、トップをNHKに譲る
　第1回調査から継続して質問している各種メ
ディアに対する信頼感や印象について、今年度
の結果を過去調査と比較し考察する。
　各メディアが発信する情報をどの程度信頼し
ているのか、全面的に信頼している場合は100
点、全く信頼をしていない場合は0点、普通の
場合は50点として、それぞれ点数で回答しても
らった。その平均点の推移をグラフにしたもの
が図表1である。「新聞」は67.7点で昨年度調査
の69.2点から1.5点低下し、「NHKテレビ」に
トップを譲っている。本調査を始めた2008年か
ら「NHKテレビ」が毎回首位を維持し、「新聞」は
二番手だったが、2019年に初めて逆転した。し
かし今回、その座を再び「NHKテレビ」に譲って
いる。「NHKテレビ」は69.0点（昨年度69.0点
から変化なし）、「民放テレビ」が61.3点（昨年度
62.0点から0.7点低下）、「ラジオ」が55.4点（昨
年度55.3点から0.1点上昇）、「インターネット」
が49.2点（昨年度49.7点から0.5点低下）となっ
ている。（図表1）
　新聞の信頼度得点の低下について、昨年度の

調査結果との比較を試みたところ、新聞を購読
していない人で低下が大きくなっている。また、
年代別では40代、職業別は管理職と無職で他の
層と比べ低下が大きくなっている。新聞の信頼
度の低下は、新聞を読まない人の増加がひとつ
の要因だと思われる。そもそも新聞を読んでい
ないので、他のメディアと比較してどれほど新
聞の情報が信頼できるのかを実感する機会が少
ないのではないか。そのため、新聞に対してポ
ジティブなイメージを持ちにくく、点数も低め
になっていると思われる。年代や職業による低
下については、何を示唆しているのか、現時点
では結論付けられず、さらに来年以降も分析を
続ける必要があるだろう。（図表2）
　当調査ではメディア信頼度の変化要因を探る
ため、この1年間で各メディアの信頼感が変化
したか、さらに「新聞」に関しては変化した理由
についても質問している。全てのメディアで「変
わらない」と回答した人が70%以上と多数を占
める結果となっている。「高くなった」は「イン
ターネット」が6.0%と最も多く、次いで「新聞」
が5.6%、「NHKテレビ」が3.9%、「民放テレビ」
が3.1%となっている。「低くなった」は「民放テ
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レビ」（13.8%）、「雑誌」（12.1%）、「インター
ネット」（12.0%）が10%以上となっている。こ
の1年間で新聞への信頼感が高くなったと答え
た人（全体の5.6%、170人）に尋ねた理由では「情
報が正確だから」41.2%(昨年度比7.4ポイント
増)が、信頼感が低くなったと答えた人（全体の
8.7%、264人）に尋ねた理由では「特定の勢力に
偏った報道をしているから」42.8%(昨年度比3.8
ポイント減)がそれぞれトップになっている。時
系列変化を見ると、信頼感が低くなった理由とし
ての「特定の勢力に偏った報道をしているから」
は2016年度調査の29.7%から2019年度調査の
53.9%へと増加傾向が続いていたが、前回調査
で46.6%、今回調査で42.8%と減少している。
　次に各メディアの印象を尋ねたところ、「情報

が信頼できる」「社会的影響力がある」ではNHK
テレビが1位に、「情報が面白い・楽しい」「情報
が分かりやすい」「情報が役に立つ」では民放テ
レビが1位に、「手軽に見聞きできる」「情報源と
して欠かせない」「情報の量が多い」ではインター
ネットが1位になっている。新聞は、「情報が信
頼できる」で2位に、「情報の量が多い」で3位と
なっている（複数回答）。昨年度調査と比較する
と、NHKテレビは「情報が分かりやすい」（3.6
ポイント）、「情報源として欠かせない」（2.5ポ
イント）、「情報の量が多い」（2.3ポイント）が増
加している。民放テレビ、インターネット、新聞、
ラジオ、雑誌の増減はどの項目も2ポイント以内
と小さくなっている。

図表2　新聞の情報信頼度得点（昨年度との比較）

今年度 2020年度 差 今年度 2020年度 差
【総数】 67.7 69.2 -1.5 【年齢】
【ニュースとの接触頻度（1）新聞】 18～19歳 67.4 65.0 2.4 
毎日 75.9 76.3 -0.4 20～29歳 63.9 61.6 2.3 
週に4～5日 74.7 73.1 1.6 30～39歳 62.9 65.6 -2.7 
週に2～3日 73.2 72.9 0.3 40～49歳 65.9 69.0 -3.1 
週に1日くらい 71.7 67.6 4.1 50～59歳 69.4 71.0 -1.6 
それ以下 66.6 69.0 -2.4 60～69歳 69.0 71.0 -2.0 
読まない、見ない、聞かない 57.0 60.7 -3.7 70歳以上 70.5 72.4 -1.9 
読む・見聞きする（計） 74.5 74.5 0.0 【職業】

【月ぎめでとっている新聞】 農林漁業 70.3 70.5 -0.2 
全国紙（朝日、毎日、読売、産経、日経） 73.1 73.4 -0.3 商工自営業 64.3 66.0 -1.7 
ブロック3紙（北海道、中日、西日本） 74.6 73.8 0.8 自由業 57.4 58.8 -1.4 
県紙・地方紙 74.4 74.5 -0.1 管理職 67.2 72.8 -5.6 
スポーツ紙または夕刊紙 74.9 73.8 1.1 専門・技術職 68.6 69.2 -0.6 
その他の新聞 73.5 70.9 2.6 事務職 69.7 70.8 -1.1 
月ぎめでとっている新聞はない 58.2 62.2 -4.0 労務・サービス職 65.6 66.8 -1.2 
とっている（計） 73.6 73.5 0.1 専業主婦（夫） 70.6 71.5 -0.9 
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2.ニュースとの接触状況
―ニュースとの接触率は民放がトップ
　ニュースとの接触状況については、各メディ
アのニュースを週に何日かでも読む・見聞きす
ると答えた接触率が高い順に、民放テレビの
ニュースが89.5%（昨年度87.9%）、NHKテレ
ビのニュースが76.5%（昨年度73.7%）、インター
ネットのニュースが73.1%（昨年度71.6%）、新
聞が60.6%（昨年度60.9%）、ラジオのニュース
が29.1%（昨年度29.9%）となっている。そのう
ち、毎日の接触率は、民放テレビのニュースが
54.7%（昨年度54.2%）、インターネットのニュー
スが48.9%（昨年度48.2%）、新聞が42.4%（昨
年度41.8%）、NHKテレビのニュースが41.5%

（昨年度37.3%）、ラジオのニュースが9.1%（昨
年度8.7%）である。
　昨年度調査と比較すると、ニュース接触率は、
NHKテレビのニュースが2.8ポイント、民放テ
レビのニュースが1.6ポイント、インターネット
のニュースが1.5ポイント上昇している。一方、
ラジオのニュースが0.8ポイント、新聞が0.3ポ
イント低下している。毎日の接触率はいずれの
メディアも上昇し、NHKテレビのニュースが4.2
ポイント、インターネットのニュースが0.7ポイ
ント、新聞が0.6ポイント、民放テレビのニュー
スが0.5ポイント、ラジオのニュースが0.4ポイ
ントの上昇となっている。ニュース接触率、毎
日の接触率ともに、NHKテレビのニュース、民
放テレビのニュースは、今年度は上昇に転じて
いる。インターネットのニュースは2018年度か
ら上昇が続いている。（図表3）
　接触時間は、平均接触時間が長い順に、民放
テレビのニュースが36.9分（昨年度36.9分）、
NHKテレビのニュースが30.1分（昨年度28.1

分）、インターネットのニュースが26.4分（昨
年度25.4分）、新聞が25.4分（昨年度25.1分）、
ラジオのニュースが21.2分（昨年度21.7分）と
なっている。前回調査と同様に、民放テレビの
ニュース接触時間が他のメディアより長くなっ
ているが、これはニュースに特化していない番
組、例えば昼間や夕方の総合情報番組も含め回
答されているためと推察される。
　どんな場所、時間帯にニュースと接触して
いるのかを見ると、新聞は「自宅(午前中)」が
41.5%で最も多く、民放テレビのニュースと
NHKテレビのニュースは「自宅(夕方以降)」(民
放54.8%、NHK47.1%)が最も多くなっている。
インターネットのニュースは「自宅(夕方以降)」
が36.7%で最も多いが、「職場・学校」（21.1%）、

「移動中(電車・バスなど)」（17.8%）も多くなっ
ている（複数回答）。
　政治、経済、社会、国際情勢など8つの分野
のメディア別接触状況を聞いたところ、全ての
分野で「民放テレビ」が最も多くなっている。2位
には、社会、政治、国際情勢、経済に関するこ
とで「NHKテレビ」、スポーツ・芸能、生活・健
康、文化に関することで「インターネット」、地
域に関することで「新聞」が挙げられている（複数
回答）。

3.新聞の購読状況と評価
―新聞の購読率は昨年度から横ばい
　ここからは新聞の購読率や満足度など、新聞
全般に対する評価を紹介したい。まず新聞の購
読率を見ると、本調査を始めた2008年度から低
下傾向が続き、2008年度88.6%から今回調査
61.4%へ27.2ポイントの低下となっている。前
回調査61.3%からは0.1ポイントとの上昇となっ
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ている。種別では全国紙は2008年度の55.1%
から今回調査の30.2%へ24.9ポイントの低下、
前回調査31.1%からは0.9ポイントの低下となっ
ている。県紙・地方紙は2008年度27.6%から
今回調査24.9%へ2.7ポイントの低下、前回調
査23.5%からは1.4ポイントの上昇となってい
る。ブロック3紙は2008年度13.0%から今回調
査7.6%へ5.4ポイントの低下、前回調査8.2%
からは0.6ポイントの低下となっている。（図表4）
　月ぎめで新聞を取る理由は「新聞を読むのが習
慣になっているから」が47.3%（昨年度48.1%）
で最も多く、「新聞でなければ得られない情報が
あるから」が41.0%（昨年度40.4%）で次いでい
る。一方、新聞を取らない理由は「テレビやイン
ターネットなど他の情報で十分だから」が78.5%

（昨年度74.0%）で最も多く、次いで「新聞の購
読料は高いから」が36.5%（昨年度37.9%）となっ
ている（共に複数回答）。
　今後の新聞との接し方については、「紙の新聞
を購読する」と答えた人が最も多く49.7%となっ
ているが、2018年度から低下が続いている。「図
書館やインターネットなど無料で読める分で十

分なので、新聞は購読しない」は25.4%（昨年度
26.1%）、「無料でも新聞は読まない」は11.8%（昨
年度11.7%）となっている。（図表5）
　また、戸別配達については、「ぜひ続けてほ
しい」は32.4%、「できれば続けてほしい」は
25.6%で、両者をあわせた『続けてほしい(計)』
は58.0%となっている。過去の調査と比較する
と、『続けてほしい(計)』の割合は減少傾向が続
き、調査開始の2008年度（84.1%）からは26.1
ポイント、昨年度（58.4%）からは0.4ポイント
の減少となっている。年代別に見ると昨年度か
ら60代で10.1ポイント、50代で5.7ポイント減
少している。（図表6）

図表6　戸別配達を「続けてほしい」と答えた人の割合
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図表4　月ぎめでとっている新聞
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図表5　今後の新聞との接し方
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4.新型コロナウイルス感染症について
―ワクチンデマ、半数超が見聞き
　ここからは、コロナ禍が人々のメディア利用
にどのような影響を与えているのか見ていく。
本調査も昨年度と同様にコロナ禍のもとでの調
査になった。昨年度調査は第三波がピークに至
る前に実施された。一方、本調査は第五波で緊
急事態宣言が21都道府県に出されていた時期に
実施している。コロナの感染状況が調査対象者
の回答に大きく影響を与えることに留意しなが
ら、調査結果を見ていきたい。
　新型コロナウイルス感染症に関する情報の入
手方法を尋ねたところ、「民放テレビ（公式サイ
トも含む）」が最も多く81.7%、以下、「NHKテ
レビ（同）」63.5%、「ポータルサイト（Yahoo!、
Googleなど）」44.6%、「家族や友人」34.7%、「お
住まいの都道府県や市区町村のホームページ」
31.8%、「新聞（全国紙）（同）」31.5%、「新聞（地
方紙）（同）」30.1%、「SNS（LINE、Twitter、
Facebookなど）」29.2%となっている（複数回
答）。新型コロナウイルス感染症に関する情報
で役に立ったものを尋ねたところ、「民放テレ
ビ」が最も多く64.0%、以下、「NHKテレビ」
49.5%、「ポータルサイト」31.4%、「新聞（地方
紙）」23.7%、「お住まいの都道府県や市区町村の
ホームページ」23.6%、「新聞（全国紙）」23.1%、

「家族や友人」22.0%、「SNS」19.8%となってい
る（複数回答）。民放テレビが多かった背景には、
情報番組の視聴が考えられる。年代別に見ると、
情報の入手方法は20代以下では「SNS」が最も多
く、7割を超えている。また、情報で役に立った
ものは、18~19歳で「SNS」が55.6%、20代で
49.8%と最も多くなっている。20代以下でのコ
ロナに関する情報接触は「SNS」が大きな比重を
占めていることが分かる。（図表7）
　各メディアの新型コロナウイルスワクチン報

道の印象を尋ねたところ、「ワクチンの有効性や
副反応について、科学的根拠に基づいていて、
情報を信用できた」「ワクチンの副反応について
殊更に取り上げ、不安を煽ろうとしていた」「ワ
クチンの有効性や必要性ばかりを強調し、接種
を強制しようとしていると感じた」「ワクチンの
不足や接種の遅れなど、政府の批判ばかりして
いた」では民放テレビが1位になっている。接触
率の高い「民放テレビ」が良い印象も悪い印象も
他のメディアより強い結果となっている。イン
ターネットは、「ワクチンに関する不確かな情報、
デマを流していた」が46.3%で1位に、「ワクチ
ンの副反応について殊更に取り上げ、不安を煽
ろうとしていた」「ワクチンの不足や接種の遅れ
など、政府の批判ばかりしていた」で2位になっ
ている。新聞は、「ワクチンの有効性や副反応に
ついて、科学的根拠に基づいていて、情報を信
用できた」が31.1%で3位になっている。「ワク
チンの副反応について殊更に取り上げ、不安を
煽ろうとしていた」「ワクチンの有効性や必要性
ばかりを強調し、接種を強制しようとしている
と感じた」「ワクチンの不足や接種の遅れなど、
政府の批判ばかりしていた」についての新聞の印
象は10%前後、「ワクチンに関する不確かな情報、
デマを流していた」は4.6%と少なくなっている。
　2021年2月から新型コロナワクチン接種が始
まった。ワクチン接種については、国や自治体か
らの情報、メディアによる報道や解説、SNSな
どネットでの情報と私たちの周りに真偽の入り混
じった情報があふれる状況となった。このような
状況下で、主にSNSなどを通じて、ワクチンに関
する誤った情報が流布していると言われている。
　新型コロナウイルスのワクチンについての不
確かな情報やデマと思われる情報を見聞きし
たか尋ねたところ、「見聞きしたことがある」が
55.5%、「見聞きしたことはない」が43.3%となっ

民放テレビ
（公式サイトも含む）

国のホームページ
（首相官邸、厚労省など）
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家族や友人 キュレーションアプリ
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図表7　新型コロナウイルス感染症に関する情報の入手方法と役立った情報
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役に立った情報 注：（　　）内は2020年度調査の数値
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ている。新型コロナウイルスワクチンについて
の不確かな情報やデマと思われる情報を「見聞
きしたことがある」と答えた人（全体の55.5%、
1,692人）に、どのようにして正しい情報を確
認したか尋ねたところ、「テレビの報道」が最
も多く48.3%、以下「SNS（LINE、Twit ter、
Facebookなど）」32.2%、「専門家によるネット
上の情報発信」27.5%、「政府の発表や呼びかけ」
25.2%、「家族や友人」23.9%、「新聞の報道」
19.7%、「自治体の発表や呼びかけ」15.5%となっ
ている（複数回答）。年代別ではテレビ、新聞は
年代が高い層で高くなる傾向が見られた。SNS
は年代が低いほど高くなり、30代以下で50%を
超えている。（図表8）
　ワクチンに関するデマは主にSNSなどを通じて
広がっているという指摘がある一方で、調査結果
から若年層は情報の真偽をSNSを使って確認し
ていることが明らかになった。確かにSNS上には
不確かな情報だけでなく、専門家による情報発信
もある。SNSを適切に使うリテラシーをどのよう
に身に着けていくかが重要となってくるだろう。
　ワクチンを接種するか、しないかを決める
際に、参考にしたものを尋ねたところ、「テレ
ビの報道」が最も多く50.5%、以下「家族や友
人」41.5%、「政府の発表や呼びかけ」25.9%、

「新聞の報道」「自治体の発表や呼びかけ」共に
24.5%、「専門家によるネット上の情報発信」
19.0%、「会社など職場からの要請」14.5%、「SNS

（LINE、Twitter、Facebookなど）」11.0%となっ
ている（複数回答）。
　新型コロナウイルス感染症への対応について、
大変評価している場合は100点、全く評価して
いない場合は0点、どちらとも言えない場合は
50点として点数をつけてもらったところ、平均
点は政府が40.8点、居住している都道府県・市
区町村が52.5点となっている。政府の平均点は
昨年度53.6点から12.8点の低下、居住している

都道府県・市区町村は昨年度56.6点から4.1点
の低下となっている。昨年度調査との変化につ
いては、調査時期の影響が大きいと考えられる。
　政府や自治体に評価得点をつける際に、感染
症対策と経済対策のどちらを重視したか尋ねた
ところ、「感染症対策」と答えた人が72.1%（「感
染症対策」30.7%と「どちらかと言えば感染症対
策」41.4%の計）、「経済対策」と答えた人が7.8%

（「経済対策」1.7%と「どちらかと言えば経済対
策」6.1%の計）となっている。また、「どちらと
も言えない」は19.6%となっている。昨年度調
査と比べると、「感染症対策」が昨年度（61.9%）
から10.2ポイントの増加、「経済対策」が昨年度

（14.8%）から7.0ポイントの減少となっている。

5.東京五輪・パラリンピックについて
―東京五輪後に開催支持への転向16.0%
　東京五輪・パラリンピックの開催についてど
う思うか尋ねたところ、開催前には「中止すべき
だと思っていた」が最も多く46.8%、次いで「開
催すべきだと思っていた」が27.1%、「さらに延
期すべきだと思っていた」が23.7%となってい
る。東京五輪開催後の調査時に、現在どう思う
か尋ねたところ、「開催すべきだった」が最も多く
41.2%、次いで「中止すべきだった」が33.1%、「さ
らに延期すべきだった」が21.7%となっている。
　開催前と現在の組み合わせで見ると、「中止→
中止」が32.4%で最も多く、次いで、「開催→開
催」が26.8%、「延期→延期」が17.1%となって
いる。また、「中止→開催」（10.5%）、「延期→
開催」（5.5%）と開催に転じた人が16.0%となっ
ている。（図表9）
　コロナ禍が収まっていないなかでの東京五輪・
パラリンピック開催の是非について様々な議論
があった。そのひとつに、東京五輪・パラリンピッ
クのスポンサーになっているメディアが、人々
に的確な判断材料を提示できるかどうかかが問
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図表8　ワクチンの不確かな情報やデマについて正しい情報の確認の仕方

テレビの報道

ＳＮＳ（LINE、Twitter、
Facebookなど）
専門家による
ネット上の情報発信
政府の発表や
呼びかけ

家族や友人

新聞の報道

自治体の発表や
呼びかけ

46.646.6
50.150.1 53.853.8

35.835.8 38.638.6 35.535.5

50.250.2

64.864.8

33.933.9
30.530.5

64.164.1

55.055.0
51.451.4

35.535.5 31.231.2

20.020.0

12.512.5

28.828.8
26.226.2

20.520.5

28.528.5
32.932.9

35.835.8

28.628.6 26.726.7

16.016.0

26.2 26.2 
24.2 24.2 

25.6 25.6 25.2 25.2 29.3 29.3 

20.4 20.4 
22.2 22.2 

27.0 27.0 

27.6 27.6 

21.0 21.0 

26.7 26.7 

22.5 22.5 19.7 19.7 

23.6 23.6 

26.4 26.4 24.2 24.2 

24.4 24.4 21.9 21.9 
17.7 17.7 

10.3 10.3 
7.3 7.3 

11.6 11.6 13.7 13.7 
17.7 17.7 

23.5 23.5 

36.3 36.3 

10.310.3 15.215.2
17.717.7

14.714.7
15.115.1 13.713.7

17.417.4

55.155.1

16.916.9 14.214.2

33.3 33.3 



－ 7 －

－ 6779 －■　中央調査報　No.773・令和 4年 3月10日発行

われた。これはメディアにとって報道に対する
根本的な姿勢を問われる重要な問題であったが、
調査結果からは一般の人々の関心は、それほど
高くないことが分かった。
　東京五輪・パラリンピック開催の是非につい
て、新聞は的確な判断材料を提供していたと思
うか尋ねたところ、「特に何も思わなかった」が
25.1%と最も多く、以下、「おおむね的確な判断
材料を提供していた」が21.9%、「開催に偏った
記事や論評が目立った」が11.5%、「中止に偏っ
た記事や論評が目立った」が8.4%となっている。
また、「新聞は読まない」が31.5%となっている。
　東京五輪・パラリンピック開催是非の議論に
ついて、ふだん読んでいる新聞で感じたことを
尋ねたところ、「コロナ禍の影響を過大に報道
していると感じた」が最も多く12.3%、以下「事
実よりも情緒的な記事・論評が多いと感じた」
11.7%、「コロナ禍の影響を過小評価して報道し
ていると感じた」10.2%、「反政権的な論調が多
いと感じた」9.8%、「政権寄りの論調が多いと感
じた」8.9%、「新聞社がスポンサーになっていて
中立の立場ではないと感じた」8.1%と、いずれ
も10%前後にとどまっている（複数回答）。
　新聞などメディアが五輪・パラリンピックの
スポンサーになることについて尋ねたところ、

「特に気にならない」が40.2%と最も多くなっ
ている。次いで「報道機関として独立性や公正
さが問われるような関与はしない方がよい」が
24.3%、「国を挙げてのイベントを支援するのは
当然だ」が18.3%となっている。また、「関心が
ない」が16.3%となっている。（図表10）

　以上、今年度の「メディアに関する全国世論調
査」の結果を概観してきた。今回もコロナ禍での
調査になったが、回収率も大きく下げることな
く、多くの人々の協力で例年と同じ水準で分析
することができた。
　今回の調査では、コロナに関する情報入手は
民放がトップであった。ワクチン報道について
は良い印象も悪い印象も民放テレビに集まって
おり、いかに人々に、主要な情報入手経路とし
て位置づけられているかがあらためて確認でき
た。一方、新聞に関して言えば、人々のニュー
スの接触状況に表れているように、民放テレビ、
NHKテレビ、インターネットといった他のメディ
アの後塵を拝する状況が続いている。月ぎめ新
聞の購読状況も過去最低であった昨年と比較し
て横ばいの状況である。
　それでも、情報の信頼度に関して言えば、トッ
プをNHKに譲ったとは言え、高い水準を維持
している。新聞の購読状況についても県紙・地
方紙について見ると、若干ではあるが昨年より
も高くなっており、地域に関する情報は新聞か
ら得ているとする人は、民放テレビに次いで多
くなっている。今後も本調査を継続的に実施し、
そこから得られた知見をもとに、新聞がメディ
アのなかで果たす役割を模索していきたい。

現在

開催前
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図表9　東京五輪・パラリンピック開催の是非
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図表10　メディアが五輪スポンサーになることについて

調査の概要
●調査地域：全国
●調査対象：18歳以上男女個人（5,000人）
●サンプリング法：住民基本台帳からの
　層化二段無作為抽出法
●調査方法：専門調査員による訪問留置法
●実査時期：2021年8月27日から9月14日
●調査委託機関：一般社団法人　中央調査社
●回収サンプルの構成：回収数　3,047（60.9%）

〈性別〉
総数 男性 女性

3,047 1,460 1,587
100.0% 47.9% 52.1%

〈年代別〉
総数 18~19歳 20代 30代

3,047 63 237 377
100.0% 2.1% 7.8% 12.4%

40代 50代 60代 70代以上
519 512 531 808

17.0% 16.8% 17.4% 26.5%
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2月の時事世論調査
２月の時事世論調査によると、

岸田内閣の支持率は前月から8.3
ポイント減の43.4％だった。不
支持率は25.3％と6.6ポイント
増加した。新型コロナウイルス
の１日当たりの感染者数が日々
過去最多を更新する中で、３回
目のワクチン接種が進まないこ
とへの不満が大きくなったと考
えられる。

調査は全国18歳以上の男女
2,000人を対象として２月11日
から14日に実施、有効回収（率）
は1,255（62.8％）だった。

この時期の国内の動きは、
体操の内村航平、引退へ：体

操 男子で2012年ロンドン、16
年リオデジャネイロ両五輪の個
人総合を連覇した内村航平（33）
が現役を引退すると所属事務所
が発表した。国際オリンピック
委員会（IOC）のバッハ会長は同
日「フィールド内外での卓越した
キャリアを祝福する。あなたは
真のオリンピアン」と称賛した（1
月11日）。
海外海底噴火による潮位変動

を観測：南太平洋のトンガ諸島
付近で１月15日に発生した海底
噴火に伴い、気象庁は津波警報・
注意報を発表した。海外の火山
噴火の影響で、国内で潮位変動
が観測されたのは初めて（1月16
日）。
ガソリン価格抑制策：経済産

業省はガソリンや灯油などの燃
料価格の上昇を抑えるための対
策を、１月27日に初めて発動す
ると発表した。安定化の一方で、
価格統制になりかねない危うさ
も指摘されている（1月25日）。
石原慎太郎氏、死去：東京都

知事、運輸相（当時）、旧日本維
新の会共同代表などを務めた芥

位してから70年、女王の重要な
節目を祝おうと、今年６月には国
を挙げての祝賀イベントが計画
されている（2月6日）。
台湾、食品禁輸を解禁：台湾

の蔡英文（ツァイインウェン）政
権は、2011年の東京電力福島第
1原発事故後から継続してきた、
福島、茨城、栃木、群馬、千葉
県産の食品輸入禁止措置を近く
緩和すると発表した。環太平洋
経済連携協定（TPP）の加盟に向
けて、日本など加盟国から支持
を得たい狙いとされる（2月8日）。

政党支持率　自民党の支持率
は前月から0.4ポイント増加して
26.0％だった。以下、立憲民主
党は0.8ポイント増の4.8％、日
本維新の会は0.5ポイント減の
3.8％、公明党は0.5ポイント増の
3.5％、共産党は0.3ポイント減の
1.3%、国民民主党は0.3ポイント
増の1.0％だった。支持政党なし
は57.4％で変化はなかった。

国民の景気感　「良くなった」
は 前 月 よ り5.4ポ イ ン ト 減 の
2.4％、「悪くなった」は16.3ポ
ント増の53.5％だった。時事世
論景気指数は20と前月から55ポ
イントの大幅減となり、昨年6月
の水準にまで低下した。

暮らし向き　昨年の今頃と比
べて「楽になった」は前月から0.8
ポイント減の2.6％、「苦しくなっ
た」は4.0ポイント増の23.4％
だった。

川賞作家でもある石原慎太郎氏
が自宅で死去した。89歳だった（2
月1日）。
自宅待機期間、短縮へ：厚生

労働省は新型コロナウイルス感
染者の同居家族の自宅待機期間
を見直すと発表した。マスクを
着けるなど感染対策をして自身
が発症しなければ、感染者の発
症から７日間で解除される（2月
2日）。
欧州へLNGを融通：政 府は

ウクライナ情勢が緊迫するなか、
日本が輸入する液化天然ガス

（LNG）の一部を欧州に融通する
方針を決めた。米国から融通の
打診を受けていた（2月9日）

国外では、
トンガ諸島で海底噴火：南太

平洋のトンガ諸島で日本時間午
後1時10分ごろ、大規模な火山
噴火が起きた。噴火したのは首
都から北に60キロ余り離れた海
底火山。首都ヌクアロファのある
トンガタプ島では海岸に津波が
到達。沿岸部の道路や建物が浸
水した（1月15日）。
インドネシア、首都移転へ：

インドネシアの国会は首都移転
の法案を可決した。首都をジャ
ワ島のジャカルタからボルネオ島
のカリマンタンに移す根拠となる
法案で、今後、移転に向けた実務・
開発に着手できる（1月18日）。
「ヤフージャパン」欧州から利
用不可に：ヤフーは、欧州のほ
ぼ全域で大半のサービスの提供
を４月６日以降に中止すると発表
した。コストの観点から現地法
令の順守が難しくなったためとさ
れる。日本語版を利用していた
旅行者などへの影響が懸念され
る（2月1日）。
北京冬季五輪開幕：北京冬季

五輪が開幕した。約90の国と地
域から選手約2900人が参加、17
日間にわたり７競技、史上最多
109種目で競い合う。2008年に
夏季大会を開いた北京は、史上
初めて夏冬両方の五輪開催都市
となった（2月4日）。
エリザベス英女王が在位70年：

エリザベス英女王（95）が英国の
君主として初めて在位70年を迎
えた。1925年に25歳で国王に即
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時事世論景気指数

2012年 13年 14年 15年 16年 17年 18年 19年
97.2 143.8 129.1 126.0 120.0 131.9 130.0 109.9
20年 21年 （２月）（３月）（４月）（５月）（6月）（7月）
45.8 -1 22 19 -1 23 29

（８月）（9月）（10月）（11月）（12月） 22年 （１月）（２月）
32 36 74 95 92 75 20

政党支持率（上段：2月、下段：1 月）
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